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日本株式市場の７月下旬以降の下落について 

 

 

平成 19 年７月下旬以降、世界的株価の下落を受け、わが国の株式市場も下落しておりま

すが、その背景ならびに今後の見通しについて当社の見解をご報告申し上げます。 

 

【７月下旬以降の国内株式市場の値動き】 

７月下旬に入り、日経平均株価（終値ベース）は７月 20日の 18,157.93円から８月

１日の 16,870.98 円と約 7.1％の下落となっております。 

【ご参考】７月の日経平均株価推移
（2007年７月１日～８月１日）
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 【株式市場の状況ついて】 

7 月下旬以降、米国において金融機関や住宅会社の経営悪化や米住宅関連の経済指標が

市場予想を下回るなど、低所得者向け住宅ローン（サブプライムローン）の焦げ付きによ

る信用収縮懸念が広がりました。加えて、原油価格が最高値水準まで高騰したことも個人

消費の減速が懸念されるなど米国景気の不透明感も台頭したことで、米国株式は大きく下

落しました。 

米国株式の大幅下落に加えて、１ドル＝117円台までの円高進行、さらに参議院選挙で

の与党大敗と今後の政局の不透明感等、を嫌気したことが国内株式市場の下落につながっ

ているものと考えております。 
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【今後の見通しについて】 

米国住宅ローン債権などの不良債権化の問題は、すでに金融企業の収益の圧迫要因とな

っていますが、問題となっているサブプライムローンは住宅ローン債権全体の７％前後に

過ぎません。欧米ともに、底固い雇用・所得環境と、好調な収益動向を示す企業部門を背

景に、米国の住宅市場調整の景気全体への影響は限定的とみられます。しかしながら、こ

の問題は過去数年間にわたる資本市場への潤沢な資金の流れに歯止めがかかるきっかけと

なる可能性もあるため、今後も注意深く見る必要があると思われます。 

一方、国内景気につきましては米国景気減速や IT 部門の在庫調整の影響を受けて、07

年度前半は「踊り場」的な調整局面にあると考えておりますが、軽微なものに留まり、07

年後半には再加速するものと考えております。 

また、国内企業の業績につきましては、現在第１四半期決算発表が行われており堅調な

業績が確認されています。今期は1桁前半の増益と慎重な業績見通しとなっておりますが、

今後期を追うごとに上方修正期待が高まり、今期も 2桁に近い増益になるものと考えてお

ります。 

また、円借り取引解消懸念による円高進行は日本と欧米の金利格差や経済ファンダメン

タルズなどを考えると、一時的な現象に止まる可能性が高く、このまま円高基調を強める

可能性は小さいと思われます。 

 

従いまして、短期的には、米国におけるサブプライムローン問題による海外市場調整の

余波はまだ続く可能性があり、また原油価格上昇、為替動向、国内の政局等についての見

極めが行われるまで、やや不安定な相場展開も想定されます。しかしながら国内景気の再

加速や堅調な企業業績が見込まれることから、時間の経過と共に市場が落ち着きを取り戻

した後は堅調な相場展開になるものと想定しております。 

 

以上 

 


